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第１章 総則 

（約款の適用） 

第１条 当社は、電気通信事業法（昭和59年法律第86号。以下「事業法」といいま

す。）に基づき、このUniversal Oneサ－ビス契約約款（第６編）（以下「約款」とい

います。）を定め、これによりUniversal Oneサービス第４種（当社がこの約款以外の

契約約款及び料金表を定め、それにより提供するものを除きます。以下「クローズド

コンピュータ通信網サービス」といいます。）を提供します。 

（注）本条のほか、当社は、クローズドコンピュータ通信網サービスに附帯するサ

ービス（当社がこの約款によらない契約を締結し、それにより提供するものを除

きます。以下「附帯サービス」といいます。）をこの約款により提供します。 

２ 当社がクローズドコンピュータ通信網サービスの円滑な運用を図るため必要に応

じてクローズドコンピュータ通信網契約者に通知するご利用ガイド等のクローズド

コンピュータ通信網サービスの利用に関する諸規定は、この約款の一部を構成する

ものとします。 

（約款の変更） 

第２条 当社は、この約款を変更することがあります。この場合には、変更後の約款

の内容及び効力発生時期を、当社のＷｅｂサイト（https://www.ntt.com/about-

us/disclosure/tariff.html）上への掲載その他の適切な方法により周知します。 

２ 変更後の約款の効力発生後、クローズドコンピュータ通信網契約者が特段の申出

なくクローズドコンピュータ通信網サービスを利用し、又は利用料金等を支払った

とき、その他クローズドコンピュータ通信網契約者が当該変更を特段の異議なく承

諾したものと当社が判断したときは、当社は、クローズドコンピュータ通信網契約

者がかかる変更に同意したものとみなします。この場合、特に断りのない限り、料

金その他の提供条件は、変更後の約款によります。 

（約款の公表） 

第３条 当社は、当社のＷｅｂサイト（https://www.ntt.com/about-us/disclosure/t

ariff.html）において、この約款を公表します。 

（用語の定義） 

第４条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 
 

用  語 用   語   の   意   味 

１ 電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備 

２ 電気通信サー

ビス 

電気通信設備を使用して他人の通信を媒介すること、その他

電気通信設備を他人の通信の用に供すること 

３ クローズドコ

ンピュータ通信

網 

主としてデータ通信の用に供することを目的としてインター

ネットプロトコルにより符号、音響又は影像の伝送交換を行

うための電気通信回線設備（送信の場所と受信の場所との間

を接続する伝送路設備及びこれと一体として設置される交換

設備並びにこれらの附属設備をいいます。以下同じとしま

す。） 

４ クローズドコ

ンピュータ通信

網サービス 

ＣＣＮグループ回線相互間に限定した符号又は影像の伝送交

換を行う電気通信サービス 

５ クローズドコ

ンピュータ通信

網サービス取扱

所 

(1) クローズドコンピュータ通信網サービスに関する業務

を行う当社の事業所 

(2) 当社の委託によりクローズドコンピュータ通信網サー

ビスに関する契約事務を行う者の事業所 

https://www.ntt.com/about-us/disclosure/tariff.html
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６ クローズドコ

ンピュータ通信

網契約 

当社からクローズドコンピュータ通信網サービスの提供を受

けるための契約 

７ クローズドコ

ンピュータ通信

網契約者 

当社とクローズドコンピュータ通信網契約を締結している者 

８ クローズドコ

ンピュータ通信

網識別番号 

当社がクローズドコンピュータ通信網契約におけるＣＣＮグ

ループ識別共通符号を識別するために、ＣＣＮグループ識別

共通符号に係るドメイン名に割り当てるもの 

９ ＣＣＮグルー

プ識別共通符号 

クローズドコンピュータ通信網契約のカテゴリー２に係るグ

ループを識別するためにクローズドコンピュータ通信網契約

者が割り当てる１の英字及び数字の組合せであって、そのク

ローズドコンピュータ通信網契約者に係るドメイン名を含む

もの 

10 ＣＣＮグルー

プ 

クローズドコンピュータ通信網契約に係るものであって、料

金表第１表（料金）に定める利用回線、加入者回線、接続契

約者回線又は他社接続契約者回線から構成されるグループ 

11 ＣＣＮグルー

プ回線 

そのＣＣＮグループを構成する利用回線、加入者回線、契約

者回線又は接続契約者回線 

12 クローズドコ

ンピュータ通信

網利用権 

クローズドコンピュータ通信網契約者がクローズドコンピュ

ータ通信網契約に基づいてクローズドコンピュータ通信網サ

ービスの提供を受ける権利 

13 サービス接続

点 

クローズドコンピュータ通信網と接続契約者回線との接続点 

14 相互接続点 当社と当社以外の電気通信事業者（事業法第９条の登録を受

けた者又は第16条第１項の規定による届出をした者をいいま

す。以下同じとします。）との間の相互接続協定(当社が当社

以外の電気通信事業者との間で電気通信設備の接続に関し締

結した協定（事業法第33条第10項に基づくものを含みま

す。）をいいます。以下同じとします｡)に基づく接続に係る

電気通信設備の接続点 

15 協定事業者 当社と相互接続協定を締結している電気通信事業者 

16 契約事業者 事業法第29条第１項第10号に規定する卸電気通信役務を当社

に提供する電気通信事業者 

17 接続契約者回

線 

クローズドコンピュータ通信網と相互に接続する当社の電気

通信回線（別記３の(1)に掲げる契約に基づいて設置される

ものに限ります。） 

18 他社接続契約

者回線 

相互接続点を介してクローズドコンピュータ通信網と相互に

接続する電気通信回線（別記３に掲げる契約に基づいて設置

されるものに限ります。）であって、協定事業者がその別記

３に掲げる契約を締結している者の指定する場所と相互接続

点との間に設置するもの 
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19 契約者回線 クローズドコンピュータ通信網契約に基づいてクローズドコ

ンピュータ通信網サービス取扱所に設置される交換設備等

（交換設備その他当社が必要により設置する電気通信設備を

いいます。以下同じとします。）とその交換設備等のあるク

ローズドコンピュータ通信網サービス取扱所内の当社が指定

する場所との間に設置される電気通信回線（サービス接続点

又は相互接続点との間に設置されるものを除きます。） 

20 加入者回線 クローズドコンピュータ通信網契約に基づいてクローズドコ

ンピュータ通信網サービス取扱所に設置される交換設備等と

契約の申込者が指定する場所との間に設置される電気通信回

線 

21 接続契約者回

線等 

接続契約者回線又は他社接続契約者回線 

22 加入者回線等 加入者回線又は接続契約者回線等 

23 ＤＳＬ回線 他社接続契約者回線又は加入者回線であって別記３に掲げる

契約に基づいて設置されるもの 

24 光アクセス回

線 

他社接続契約者回線又は加入者回線であって別記３に掲げる

契約に基づいて設置されるもの 

24の２ 削除 削除 

24の３ 削除 削除 

24の４ 削除 削除 

24の５ 削除 削除 

25 利用回線 別記３に掲げる契約に基づいて設置される協定事業者の電気

通信設備（その契約に係る協定事業者の電気通信サービスを

利用するために使用されるものを含みます。）であってＤＳ

Ｌ回線又は光アクセス回線以外のもの 

26 契約者回線等 契約者回線、加入者回線等、相互接続点（他社接続契約者回

線、ＤＳＬ回線及び光アクセス回線に係るものを除きま

す。）、当社が設置する電気通信設備と当社が別に定める電気

通信設備との接続点及びその他当社が必要により設置する電

気通信設備 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める電気通信設備は、Ｎ

ＳＰＩＸＰ等（ＷＩＤＥプロジェクトによる商用インター

ネットの相互接続に関する研究のために設置された電気通

信設備及びそれに相当するものを含むものとします。以下

同じとします。）とします。 

27 契約者識別符

号 

クローズドコンピュータ通信網契約者を識別するための英字

及び数字の組合せであって、クローズドコンピュータ通信網

契約に基づいて当社がクローズドコンピュータ通信網契約者

に割り当てるもの 

28 回線収容部 接続契約者回線等を収容するために当社が設置する電気通信

設備 
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29 ＩＰアドレス インターネットプロトコルで定められているアドレス 

30 端末設備 電気通信回線設備の一端に接続される電気通信設備であっ

て､１の部分の設置の場所が他の部分の設置の場所と同一の

構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は同一の建物内

であるもの 

31 自営端末設備 クローズドコンピュータ通信網契約者が設置する端末設備 

32 自営電気通信

設備 

電気通信回線設備を設置する電気通信事業者以外の者が設置

する電気通信設備であって、端末設備以外のもの 

33 技術基準等 端末設備等規則（昭和60年郵政省令第31号）及び端末設備等

の接続の技術的条件（以下「技術的条件」といいます。） 

34 回線終端装置 契約者回線又は加入者回線の終端の場所に当社が設置する装

置（端末設備を除きます。） 

35 消費税相当額 消費税法（昭和63年法律第108号）及び同法に関する法令の

規定に基づき課税される消費税の額並びに地方税法（昭和25

年法律第226号）及び同法に関する法令の規定に基づき課税

される地方消費税の額 

36 料金月 １の暦月の起算日（当社が契約ごとに定める毎暦月の一定の

日をいいます。以下「起算日」といいます。）から次の暦月

の起算日の前日までの間 

 

第２章 クローズドコンピュータ通信網サービスの品目等 
 

（クローズドコンピュータ通信網サービスの品目等） 

第５条 クローズドコンピュータ通信網サービスには、料金表第１表（料金）に規定

する種別、品目及び通信又は保守の態様による細目等（以下「品目等」といいま

す。）があります。 

 

第３章 クローズドコンピュータ通信網サービスの提供区間等 

（クローズドコンピュータ通信網サービスの提供区間等） 

第６条 当社のクローズドコンピュータ通信網サービスは、別記１に定める提供区間

において提供します。 

２ 当社は、サービス接続点の所在場所等をクローズドコンピュータ通信網契約の申

込みをする者及びクローズドコンピュータ通信網契約者に開示します。 

３ サービス接続点の所在場所等については、当社の業務の遂行上の理由によりこれ

を変更することがあります。 

 

第４章 契約 

（クローズドコンピュータ通信網契約の種別等） 

第７条 クローズドコンピュータ通信網サービスに係る契約には、次の種別がありま

す。 

(1) ＣＣＮアクセス契約 

(2) ＣＣＮセンター契約 

２ 削除 

（クローズドコンピュータ通信網契約の単位） 

第８条 クローズドコンピュータ通信網契約の単位は、次のとおりとします。この場

合、クローズドコンピュータ通信網契約者は１のクローズドコンピュータ通信網契
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約につき１人に限ります。 

(1) ＣＣＮアクセス契約の場合 

ア 削除 

イ 料金表第１表（料金）に定めるカテゴリー２のクラス２の場合 

当社は、１の接続契約者回線（別記３に係るものに限ります。）ごとに１の契

約を締結します。 

ウ 削除 

エ 削除 

オ 削除 

(2) ＣＣＮセンター契約の場合 

１のＣＣＮグループ識別共通符号ごとに１の契約を締結します。 

第９条 削除 

（クローズドコンピュータ通信網契約申込みの方法） 

第10条 クローズドコンピュータ通信網契約の申込みをするときは、次に掲げる事項

について当社が指定した方法によりクローズドコンピュータ通信網契約の申込みを

行っていただきます。 

(1) クローズドコンピュータ通信網契約の種別 

(2) クローズドコンピュータ通信網サービスの種別、品目及び通信又は保守の態様

による細目 

(3) 削除 

(4) ＣＣＮグループ識別共通符号又は所属するＣＣＮグループ識別共通符号 

(5) その他申込みの内容を特定するために必要な事項 

２ 削除 

３ 削除 

（クローズドコンピュータ通信網契約申込みの承諾） 

第11条 当社は、クローズドコンピュータ通信網契約の申込みがあったときは、受け

付けた順序に従って承諾します。 

２ 当社は、前項の規定にかかわらず、次の場合には、そのクローズドコンピュータ

通信網契約の申込みを承諾しないことがあります。 

(1) クローズドコンピュータ通信網サービスを提供することが技術上著しく困難な

とき。 

(2) クローズドコンピュータ通信網契約の申込みをした者が、クローズドコンピュ

ータ通信網サービスの料金又は工事に関する費用の支払いを現に怠り、又は怠る

恐れがあるとき。 

(3) クローズドコンピュータ通信網契約の申込みをした者が、第28条（利用停止）

第１項各号又は第３項の規定のいずれかに該当し、クローズドコンピュータ通信

網サービスの利用を停止されている、又はクローズドコンピュータ通信網契約の

解除を受けたことがあるとき。 

(4) クローズドコンピュータ通信網契約の申込みをした者が、申込みにあたり虚偽

の内容を記載した契約申込書を提出したとき。 

(5) クローズドコンピュータ通信網契約の申込みをした者が、別記６（クローズド

コンピュータ通信網サービスにおける禁止事項）に定める行為をする恐れがある

と当社が判断したとき。 

(6) ＣＣＮセンター契約の申込みをした者が、料金表第１表（料金）に定めるカテ

ゴリー２に係るクローズドコンピュータ通信網契約者と同一の者とならないとき。 

(7) 削除 

(8) 削除 

(9) ＣＣＮアクセス契約の申込みの場合に、クローズドコンピュータ通信網契約者

が所属するＣＣＮグループの代表者の同意がないとき。 
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(10) 削除 

(11) 削除 

(12) 削除 

(13) 削除 

(14) 前13号に規定するほか、その他当社のクローズドコンピュータ通信網サービ

スに係る業務の遂行上著しい支障があるとき。 

第12条 削除 

第13条 削除 

第14条 削除 

第15条 削除 

第15条の２ 削除 

（クローズドコンピュータ通信網契約に基づく権利の譲渡） 

第16条 クローズドコンピュータ通信網利用権の譲渡は、当社の承認を受けなければ、

その効力を生じません。 

２ クローズドコンピュータ通信網利用権の譲渡の承認を受けようとするときは、当

事者が連署した当社所定の書面により当社に請求していただきます。 

  ただし、競売調書その他譲渡があったことを証明できる書類の添付をもって連署

に代えることができます。 

３ 当社は、前項の規定によりクローズドコンピュータ通信網利用権の譲渡の承認を

求められたときは、次の場合を除いて、これを承認します。 

(1) クローズドコンピュータ通信網サービスを提供することが技術上著しく困難な

とき。 

(2) クローズドコンピュータ通信網利用権を譲り受けようとする者が、クローズド

コンピュータ通信網サービスの料金又は工事に関する費用の支払いを現に怠り、

又は怠る恐れがあるとき。 

(3) クローズドコンピュータ通信網利用権を譲り受けようとする者が、第28条（利

用停止）第１項各号又は第３項の規定のいずれかに該当し、クローズドコンピュ

ータ通信網サービスの利用を停止されている、又はクローズドコンピュータ通信

網契約の解除を受けたことがあるとき。 

(4) クローズドコンピュータ通信網利用権を譲り受けようとする者が、譲渡の承認

の請求にあたり虚偽の内容を記載した書面を提出したとき。 

(5) クローズドコンピュータ通信網利用権を譲り受けようとする者が、別記６（ク

ローズドコンピュータ通信網サービスにおける禁止事項）に規定する行為をする

恐れがあると当社が判断したとき。 

(6) クローズドコンピュータ通信網利用権（ＣＣＮセンター契約に係るものに限り

ます。）を譲り受けようとする者が、料金表第１表（料金）に定めるカテゴリー２

に係るクローズドコンピュータ通信網契約者と同一の者とならないとき。 

(7) 削除 

(8) 削除 

(9) クローズドコンピュータ通信網契約者が所属するＣＣＮグループの代表者の承

認が得られないとき。 

(10) 削除 

(11) 削除 

(12) 削除 

(13) 削除 

(14) 前13号に規定するほか、その他当社のクローズドコンピュータ通信網サービ

スに係る業務の遂行上著しい支障があるとき。 

４ クローズドコンピュータ通信網利用権の譲渡があったときは、譲受人は、クロー

ズドコンピュータ通信網契約者の有していた一切の権利及び義務を承継します。 
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第16条の２ 削除 

（その他の契約内容の変更） 

第17条 当社は、クローズドコンピュータ通信網契約者から請求があったときは、第

10条（クローズドコンピュータ通信網契約申込みの方法）第５号に規定する契約内

容の変更を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第11条（クローズドコンピュータ通信網契

約申込みの承諾）の規定に準じて取り扱います。 

（クローズドコンピュータ通信網契約者が行うクローズドコンピュータ通信網契約

の解除） 

第18条 クローズドコンピュータ通信網契約者は、クローズドコンピュータ通信網契

約を解除しようとするときは、そのことをあらかじめクローズドコンピュータ通信

網サービス取扱所に当社所定の方法により通知していただきます。 

（当社が行うクローズドコンピュータ通信網契約の解除） 

第19条 当社は、第28条（利用停止）の規定によりクローズドコンピュータ通信網サ

ービスの利用を停止されたクローズドコンピュータ通信網契約者が、なおその事実を

解消しない場合は、そのクローズドコンピュータ通信網契約を解除することがありま

す。 

２ 当社は、クローズドコンピュータ通信網契約者が第28条第１項各号の規定のいず

れかに該当する場合に、その事実が当社のクローズドコンピュータ通信網サービスに

係る業務の遂行に特に著しい支障を及ぼすと認められるときは、前項の規定にかかわ

らず、クローズドコンピュータ通信網サービスの利用停止をしないでそのクローズド

コンピュータ通信網契約を解除することがあります。 

３ 当社は、前２項の規定により、そのクローズドコンピュータ通信網契約を解除し

ようとするときは、あらかじめクローズドコンピュータ通信網契約者にそのことを

通知します。 

第20条 削除 

（その他の提供条件） 

第21条 クローズドコンピュータ通信網契約に関するその他の提供条件については、

別記４、別記５及び別記７に定めるところによります。 

 

第５章 削除 

第22条 削除 

第23条 削除 

 

第６章 削除 

第24条 削除 

第25条 削除 

 

第７章 削除 

第26条 削除 

 

第８章 利用中止等 

（利用中止） 

第27条 当社は、次の場合には、そのクローズドコンピュータ通信網サービスの一部

又は全部の利用を中止することがあります。 

(1) 当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないとき。 

(2) 当社が計画工事を行うとき。 

(3) 第６条（クローズドコンピュータ通信網サービスの提供区間等）第３項の規定

により、サービス接続点又は相互接続点の所在場所等を変更するとき。 
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(4) 第30条（通信利用の制限等）の規定により、通信利用を中止するとき。 

２ 当社は、前項の規定によりクローズドコンピュータ通信網サービスの一部又は全

部の利用を中止するときは、あらかじめそのことをクローズドコンピュータ通信網契

約者に通知します。 

 ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでありません。 

（利用停止） 

第28条 当社は、クローズドコンピュータ通信網契約者が次のいずれかに該当すると

きは、６か月以内で当社が定める期間（そのクローズドコンピュータ通信網サービス

の料金その他の債務（この約款の規定により、支払いを要することとなったクローズ

ドコンピュータ通信網サービスの料金、工事に関する費用又は割増金等の料金以外の

債務をいいます。以下本条において同じとします。）を支払わないときは、その料金

その他の債務が支払われるまでの間）､そのクローズドコンピュータ通信網サービス

の一部又は全部の利用を停止することがあります。 

(1) 料金その他の債務（接続契約者回線に係るものを含みます。）について、支払

期日を経過してもなお支払わないとき。 

(2) 第47条（利用に係るクローズドコンピュータ通信網契約者の義務）の規定に違

反したとき。 

(3) 契約者回線又は加入者回線に自営端末設備、自営電気通信設備、当社以外の電

気通信事業者が設置する電気通信回線又は当社の提供する電気通信サービスに係

る電気通信回線を当社の承諾を得ずに接続したとき。 

(4) 契約者回線若しくは加入者回線に接続されている自営端末設備若しくは自営電

気通信設備に異常がある場合その他電気通信サービスの円滑な提供に支障がある

場合に当社が行う検査を受けることを拒んだとき、又はその検査の結果、技術基

準等に適合していると認められない自営端末設備若しくは自営電気通信設備を契

約者回線若しくは加入者回線から取りはずさなかったとき。 

(5) 前４号に規定するほか、この約款の規定に反する行為であって、クローズドコ

ンピュータ通信網サービスに関する当社の業務の遂行又は当社の電気通信設備に

著しい支障を及ぼし、又は及ぼすおそれのある行為をしたとき。 

２ 当社は、前項の規定によりクローズドコンピュータ通信網サービスの利用停止を

するときは、あらかじめその理由、利用停止をする日及び期間をクローズドコンピュ

ータ通信網契約者に通知します。 

 ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでありません。 

３ 当社は、当社と複数のクローズドコンピュータ通信網契約を締結しているクロー

ズドコンピュータ通信網契約者が、そのいずれかの契約において利用に係るクローズ

ドコンピュータ通信網契約者の義務規定に違反したときは、その全てのクローズドコ

ンピュータ通信網契約に係るクローズドコンピュータ通信網サービスの利用を停止す

ることがあります。この場合において、本項の利用停止については、第１項に準じて

取り扱います。 

４ クローズドコンピュータ通信網契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割

当てを行ったメールアドレスを使用するものを含みます。以下本条において同じと

します。）について、他の電気通信事業者等から異議申立てがあり、そのクローズド

コンピュータ通信網契約者の電子メールの転送を継続して行うことについてクロー

ズドコンピュータ通信網サービスの提供に重大な支障があると当社が認めるときは、

当社は、そのクローズドコンピュータ通信網契約者からの電子メールの転送を停止

することがあります。 

５ 削除 

第29条 削除 
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第９章 通信 

（通信利用の制限等） 

第30条 当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある

場合で必要と認めたときは、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の

供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信及び公共の利益の

ため緊急を要する事項を内容とする通信を優先的に取り扱うため、次に掲げる機関

に係る契約者回線又は加入者回線等（当社がそれらの機関との協議により定めたも

のに限ります。）以外のものによる通信の利用を中止する措置をとることがありま

す。 
 

機  関  名 

気象機関 

水防機関 

消防機関 

災害救助機関 

警察機関（海上保安機関を含みます。以下同じとします。） 

防衛機関 

輸送の確保に直接関係がある機関 

通信の確保に直接関係がある機関 

電力の供給の確保に直接関係がある機関 

ガスの供給の確保に直接関係がある機関 

水道の供給の確保に直接関係がある機関 

選挙管理機関 

別記22の基準に該当する新聞社、放送事業者及び通信社の機関 

預貯金業務を行う金融機関 

国又は地方公共団体の機関 

 

２ クローズドコンピュータ通信網契約者が行う通信は、次の場合には、相手先に着

信又は相手先から着信しないことがあります。 

(1) 通信が著しくふくそうしたとき。 

(2) その通信が発信者によりあらかじめ設定された数を超える交換設備を経由する

こととなるとき。 

(3) その通信（電子メールに係るものであって、不特定のＩＰアドレスを用いて送

受信するものに限ります。）が当社又は他の電気通信事業者の設置するメールサー

バを経由して転送されないとき。 

(4) その通信に係る発信元のＩＰアドレスが正当なものであることを当社が確認で

きないとき。 

３ 削除 

４ 削除 

５ 当社は、当社の電気通信設備（これに附属する設備を含みます。）を不正アクセス

行為から防御するため必要な場合、サービスの全部又は一部の利用を中止する措置

をとることがあります。 

第30条の２ 削除 

（回線による制約） 

第31条 クローズドコンピュータ通信網契約者は、当社の契約約款及び料金表の定め

るところにより、接続契約者回線を使用することができない場合においては、クロー

ズドコンピュータ通信網サービスを利用することができない場合があります。 
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第10章 料金等 

 第１節 料金及び工事に関する費用 

（料金及び工事に関する費用） 

第32条 当社が提供するクローズドコンピュータ通信網サービスの料金は、料金表第

１表（料金）に規定する利用料金及び手続きに関する料金とし、利用料金は、当社が

提供するクローズドコンピュータ通信網サービスの態様に応じて適用します。 

２ 当社が提供するクローズドコンピュータ通信網サービスの工事に関する費用は、

工事費及び設備費とし、料金表第２表（工事に関する費用）に定めるところにより

ます。 

 第２節 料金等の支払義務 

（利用料金等の支払義務） 

第33条 クローズドコンピュータ通信網契約者は、その契約に基づいて当社がクロー

ズドコンピュータ通信網サービスの提供を開始した日から起算して、契約の解除が

あった日の前日までの期間（提供を開始した日と解除又は廃止のあった日が同一の

日である場合は、１日間とします。）について、料金表第１表（料金）に規定するク

ローズドコンピュータ通信網契約に係る利用料金（以下「定額利用料等」といいま

す。）の支払いを要します。 

２ 前項の期間において、クローズドコンピュータ通信網サービスを全く利用するこ

とができない状態が生じたときの料金の支払いは、次によります。 

(1) 利用停止があったときは、クローズドコンピュータ通信網契約者は、その期間

中の定額利用料等の支払いを要し、第49条（クローズドコンピュータ通信網契約

者からの通知）第３項に規定するクローズドコンピュータ通信網サービスへの接

続が出来ないときは、クローズドコンピュータ通信網契約者は、そのクローズド

コンピュータ通信網サービスへの接続が出来ない期間中の定額利用料等の支払い

を要します。 

(2) 前号の規定によるほか、クローズドコンピュータ通信網契約者は、次の場合を

除き、クローズドコンピュータ通信網サービスを利用できなかった期間中の定額

利用料等の支払いを要します。 

区      別 支払いを要しない料金 

１ クローズドコンピュータ通信網契

約者の責めによらない理由により、

そのクローズドコンピュータ通信網

サービスを全く利用できない状態

（その契約に係る電気通信設備によ

るすべての通信に著しい支障が生

じ、全く利用できない状態と同程度

の状態となる場合を含みます｡以下こ

の表において同じとします。)が生じ

た場合（２欄に該当する場合を除き

ます。)に、そのことを当社が知った

時刻から起算して24時間以上その状

態が連続したとき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利

用できなかった時間（24時間の倍数で

ある部分に限ります。）について、24時

間ごとに日数を計算し、その日数に対

応するそのクローズドコンピュータ通

信網サービスについての料金 

２ 当社の故意又は重大な過失により

そのクローズドコンピュータ通信網

サービスを全く利用できない状態が

生じたとき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利

用できなかった時間について、その時

間に対応するそのクローズドコンピュ

ータ通信網サービスについての料金 

 

３ 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その
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料金を返還します。 

（手続きに関する料金の支払義務） 

第34条 クローズドコンピュータ通信網契約者は、クローズドコンピュータ通信網サ

ービスに係る手続きを要する請求をし、その承諾を受けたときは、料金表第１表

（料金）に規定する手続きに関する料金の支払いを要します。 

（工事費の支払義務） 

第35条 クローズドコンピュータ通信網契約の申込み又は工事を要する請求をし、そ

の承諾を受けたときは、クローズドコンピュータ通信網契約者は、料金表第２表（工

事に関する費用）に規定する工事費の支払いを要します。 

ただし、工事の着手前にその契約の解除又はその工事の請求の取消し（以下本条

において「解除等」といいます。）があった場合は、この限りでありません。この場

合、既にその工事費が支払われているときは、当社は、その工事費を返還します。 

２ 工事の着手後完了前に解除等があった場合は、前項の規定にかかわらず、クロー

ズドコンピュータ通信網契約者は､ その工事に関して解除等があったときまでに着

手した工事の部分について、その工事に要した費用を負担していただきます。この

場合において、負担を要する費用の額は、その費用の額に消費税相当額を加算した

額とします。 

 第３節 料金の計算方法等 

（料金の計算方法等） 

第36条 料金の計算方法並びに料金及び工事に関する費用の支払方法は、料金表通則

に定めるところによります。 

 第４節 割増金及び延滞利息 

（割増金） 

第37条 クローズドコンピュータ通信網契約者は、料金又は工事に関する費用の支払

いを不法に免れた場合は、その免れた額のほか、その免れた額（消費税相当額を加

算しない額とします。）の２倍に相当する額に消費税相当額を加算した額を割増金と

して支払っていただきます。 

（延滞利息） 

第38条 クローズドコンピュータ通信網契約者は、料金その他の債務（延滞利息を除

きます。）について支払期日を経過してもなお支払いがない場合には、支払期日の翌

日から支払いの日の前日までの日数について、年14.5％の割合で計算して得た額を延

滞利息として支払っていただきます。 

ただし、支払期日の翌日から起算して10日以内に支払いがあった場合は、この限

りでありません。 

（注）本条に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当た

りの割合とします。 

 

第11章 保守 

（クローズドコンピュータ通信網契約者の維持責任） 

第39条 クローズドコンピュータ通信網契約者は、自営端末設備又は自営電気通信設

備を、技術基準等に適合するよう維持していただきます。 

（クローズドコンピュータ通信網契約者の切分責任） 

第40条 クローズドコンピュータ通信網契約者は、クローズドコンピュータ通信網サ

ービスを利用することができなくなったときは、その自営端末設備又は自営電気通信

設備に故障のないことを確認のうえ、当社に修理の請求をしていただきます。 

２ 削除 

３ 削除 

（注）本条は、自営端末設備又は自営電気通信設備について当社と保守契約を締結し

ているクローズドコンピュータ通信網契約者には適用しません。 
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（修理又は復旧の順位） 

第41条 当社は、当社の設置した電気通信設備が故障し、又は滅失した場合に、その

全部を修理し、又は復旧することができないときは、第30条（通信利用の制限等）

の規定により優先的に取り扱われる通信を確保するため、次の順位に従ってその電

気通信設備を修理し、又は復旧します。この場合において、第１順位及び第２順位

の電気通信設備は同条の規定により、当社がそれらの機関との協議により定めたも

のに限ります。 
 

順 位 修理又は復旧する電気通信設備 

１ 

気象機関との契約に係るもの 

水防機関との契約に係るもの 

消防機関との契約に係るもの 

災害救助機関との契約に係るもの 

警察機関との契約に係るもの 

防衛機関との契約に係るもの 

輸送の確保に直接関係のある機関との契約に係るもの 

通信の確保に直接関係のある機関との契約に係るもの 

電力の供給の確保に直接関係のある機関との契約に係るもの 

２ 

ガスの供給の確保に直接関係のある機関との契約に係るもの 

水道の供給の確保に直接関係のある機関との契約に係るもの 

選挙管理機関との契約に係るもの 

別記22の基準に該当する新聞社、放送事業者又は通信社の機関と

の契約に係るもの 

預貯金業務を行う金融機関との契約に係るもの 

国又は地方公共団体の機関との契約に係るもの（第１順位となる

ものを除きます。） 

３ 第１順位及び第２順位に該当しないもの 

 

（注）当社は、当社又は協定事業者の設置した電気通信設備を修理又は復旧するとき

は、暫定的に回線収容部又は契約者回線若しくは加入者回線を収容する交換設備

等を変更することがあります。 

 

第12章 損害賠償 

（責任の制限） 

第42条 当社は、クローズドコンピュータ通信網サービスを提供すべき場合において、

当社の責めに帰すべき理由によりその提供をしなかったときは、そのクローズドコン

ピュータ通信網サービスが全く利用できない状態（その契約に係る電気通信設備によ

る全ての通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度となる場合を含み

ます。以下本条において同じとします。）にあることを当社が知った時刻から起算し

て、24時間以上その状態が連続したときに限り、そのクローズドコンピュータ通信網

契約者の損害を賠償します。 

２ 前項の場合において、当社は、クローズドコンピュータ通信網サービスが全く利

用できない状態にあることを当社が知った時刻以後のその状態が連続した時間（24

時間の倍数である部分に限ります。）について、24時間ごとに日数を計算し、その日

数に対応するそのクローズドコンピュータ通信網サービスに係る定額利用料等の合

計額を発生した損害とみなし、その額に限って賠償します。 

３ 当社の故意又は重大な過失によりクローズドコンピュータ通信網サービスの提供

をしなかったときは、前２項の規定は適用しません。 
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（免責） 

第43条 当社は、クローズドコンピュータ通信網サービスに係る設備その他の電気通

信設備の設置、撤去、修理又は復旧の工事に当たって、クローズドコンピュータ通信

網契約者に関する土地、建物その他の工作物等に損害を与えた場合に、それがやむを

得ない理由によるものであるときは、その損害を賠償しません。 

２ 当社は、この約款等の変更により自営端末設備又は自営電気通信設備の改造又は

変更（以下本条において「改造等」といいます。）を要することとなる場合であって

も、その改造等に要する費用については負担しません。 

ただし、端末設備等の接続の技術的条件（以下本条において「技術的条件」とい

います。）の規定の変更（クローズドコンピュータ通信網サービス取扱所に設置する

交換設備等の変更に伴う技術的条件の規定の適用の変更を含みます。）により、現に

当社が設置する電気通信回線設備に接続されている自営端末設備又は自営電気通信

設備の改造等を要する場合は、当社は、その改造等に要する費用のうちその変更し

た規定に係る部分に限り負担します。 

３ 当社は、当社又は協定事業者の電気通信設備の状況等により、工事日の変更又は

再工事（以下本条において「再工事等」といいます。）を行うことがあります。この

場合において、当社は、当社の故意又は重大な過失による場合を除き、その再工事

等に伴い発生するクローズドコンピュータ通信網契約者の費用については負担しま

せん。 

４ この約款に定める免責に関する事項は、この約款の準拠法で強行規定として定め

られる、法的に免責又は制限できない範囲を免責することまでを目的とはしていま

せん。そのため、準拠法の強行規定の定めを超える免責事項がこの約款に含まれる

場合には、準拠法にて許容される最大限の範囲にて当社は免責されます。 

 

第13章 雑則 

（承諾の限界） 

第44条 当社は、クローズドコンピュータ通信網契約者から工事その他の請求があっ

た場合に、その請求を承諾することが技術的に困難なとき又は保守することが著しく

困難である等当社のクローズドコンピュータ通信網サービスに係る業務の遂行上支障

があるときは、その請求を承諾しないことがあります。この場合は、その理由をその

請求をした者に通知します。 

ただし、この約款において別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

（クローズドコンピュータ通信網サービスの廃止） 

第45条 当社は、技術仕様の変更等によりクローズドコンピュータ通信網サービスの

全部又は一部を廃止することがあります。 

２ 前項の規定によるクローズドコンピュータ通信網サービスの一部又は全部の廃止

があったときは、そのクローズドコンピュータ通信網サービスの一部又は全部に係る

契約は終了するものとします。 

３ 当社は、クローズドコンピュータ通信網サービスの一部又は全部の廃止に伴い、

クローズドコンピュータ通信網契約者又は第三者に発生する損害については、責任を

負わないものとします。 

４ 当社は、第１項の規定によりクローズドコンピュータ通信網サービスの一部又は

全部を廃止しようとするときは、そのことを相当な期間をおいて、あらかじめクロ

ーズドコンピュータ通信網契約者に通知します。 

（利用に係るクローズドコンピュータ通信網契約者の義務） 

第46条 クローズドコンピュータ通信網契約者は、次のことを守っていただきます。 

(1) 当社がクローズドコンピュータ通信網契約に基づき設置した電気通信設備を移

動し、取りはずし、変更し、分解し、若しくは損壊し、又はその設備に線条その

他の導体を連絡しないこと。 
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ただし、天災、事変その他の非常事態に際して保護する必要があるとき又は自

営端末設備若しくは自営電気通信設備の接続若しくは保守のため必要があるとき

は、この限りでありません。 

(2) 通信の伝送交換に妨害を与える行為を行わないこと。 

(3) 当社がクローズドコンピュータ通信網サービスに係る業務の遂行上支障がない

と認めた場合を除いて、当社がクローズドコンピュータ通信網契約に基づき設置

した電気通信設備に他の機械、付加物品等を取り付けないこと。 

(4) 当社がクローズドコンピュータ通信網契約に基づき設置した電気通信設備を善

良な管理者の注意をもって保管すること。 

(5) 他人の著作権その他の権利を侵害する、公序良俗に反する、法令に反する、又

は他人の利益を害する態様でクローズドコンピュータ通信網サービスを利用しな

いこと。また、別記６（クローズドコンピュータ通信網サービスにおける禁止事

項）に定める禁止事項に抵触すると当社が判断した場合には、本項の義務違反が

あるものとみなします。 

２ 当社は、クローズドコンピュータ通信網契約者が前項の規定に違反する行為を行

ったと判断したときは、クローズドコンピュータ通信網契約者に対し、当該行為を

中止していただくよう通知することがあります。 

３ クローズドコンピュータ通信網契約者は、第１項の規定に違反して電気通信設備

を亡失し、又はき損したときは、当社が指定する期日までにその補充、修繕その他

の工事等に必要な費用を支払っていただきます。 

４ クローズドコンピュータ通信網契約者は、当社がクローズドコンピュータ通信網

契約に基づき設置又は貸与した電気通信設備その他の物品について、クローズドコ

ンピュータ通信網契約の解除、クローズドコンピュータ通信網サービスの一部若し

くは全部の廃止又はその他の事由により、その物品を使用する権利を失ったときは、

その物品をクローズドコンピュータ通信網契約者の費用負担により原状に復したう

えで、当社が指定する期日までに当社が指定する方法によりクローズドコンピュー

タ通信網サービス取扱所へ返還していただきます。 

５ クローズドコンピュータ通信網契約者は、前項の規定による物品の返還に要する

費用についてこの約款等に別段の定めがある場合は、その定めるところにより当該

費用を負担していただきます。 

６ クローズドコンピュータ通信網契約者は、第４項の規定による物品の返還が遅延

したとき（当社の責めに帰すべき事由による場合を除きます。）は、当社が別に算定

する金額を支払っていただきます。 

７ クローズドコンピュータ通信網契約者は、第４項の規定による物品の返還に関し、

当社がその物品をその所在場所から撤去又は回収するときは、その撤去又は回収に

協力するものとし、これを妨害し、又は拒んだりしないものとします。 

８ クローズドコンピュータ通信網契約者は、当社から割り当てられた契約者識別符

号及び暗証符号（以下、「契約者識別符号等」とします。）を管理する責任を負うも

のとし、その内容をみだりに第三者に知らせてはなりません。 

９ クローズドコンピュータ通信網契約者が前項の規定に反し、クローズドコンピュ

ータ通信網サービスに関する当社の業務遂行又は当社の電気通信設備に著しい支障

を及ぼし、又は及ぼすおそれがあると当社が判断した場合、当社は契約者識別符号

等の変更その他必要な措置をとる場合があります。 

10 当社は、前項の規定により必要な措置をとる場合は、あらかじめその理由、その

他必要な措置をとる旨をクローズドコンピュータ通信網契約者に通知します。 

ただし、緊急やむを得ない場合はこの限りでありません。 
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第47条 削除 

第48条 削除 

（クローズドコンピュータ通信網契約者からの通知） 

第49条 クローズドコンピュータ通信網契約者は、接続契約者回線について、第10条

（クローズドコンピュータ通信網契約申込みの方法）に規定する事項、利用休止又

は利用権の譲渡その他当社が別に定める異動があったときは、その内容について速

やかに当社に通知していただきます。 

（注）本条第１項に規定する当社が別に定める異動は、次のとおりとします。 

(1) 接続契約者回線に係る契約を締結している者の氏名及び住所の変更 

(2) 接続契約者回線に係る契約の解除 

第50条 削除 

第51条 削除 

第52条 削除 

第53条 削除 

第54条 削除 

（法令に規定する事項） 

第55条 クローズドコンピュータ通信網サービスの提供又は利用にあたり、法令に定

めがある事項については、その定めるところによります。 

（注）法令に定めがある事項については、別記９から別記13までに定めるところによ

ります。 

（個人情報の取り扱い） 

第56条 当社は、クローズドコンピュータ通信網サービスの提供にあたり、当社が取

得する個人情報の取扱いについては、別記14及び当社のプライバシーポリシー（htt

ps://www.ntt.com/about-us/hp/privacy.html）に定めるところによります。 

（閲覧） 

第57条 この約款において、当社が別に定めることとしている事項については、当社

は閲覧に供します。 

（クローズドコンピュータ通信網契約者に対する通知） 

第57条の２ クローズドコンピュータ通信網契約者に対する通知は、当社の判断によ

り、次のいずれかの方法で行うことができるものとします。 

(1) 当社のＷｅｂサイトに掲載して行います。この場合は、掲載された時をもって、

クローズドコンピュータ通信網契約者に対する通知が完了したものとします。 

(2) クローズドコンピュータ通信網契約者がクローズドコンピュータ通信網契約の

申込みの際又はその後に当社に届け出たクローズドコンピュータ通信網契約者の

電子メールアドレス宛に電子メールを送信し、又はＦＡＸ番号宛にＦＡＸを送信

して行います。この場合は、当社が送信した時をもって、クローズドコンピュー

タ通信網契約者に対する通知が完了したものとします。 

(3) クローズドコンピュータ通信網契約者がクローズドコンピュータ通信網契約の

申込みの際又はその後に当社に届け出たクローズドコンピュータ通信網契約者の

住所宛に郵送して行います。この場合は、当社が発送した時をもって、クローズ

ドコンピュータ通信網契約者に対する通知が完了したものとします。 

(4) その他、当社が適切と判断する方法で行います。この場合は、当該通知の中で

当社が指定した時をもって、クローズドコンピュータ通信網契約者に対する通知

が完了したものとします。 

２ この約款又は関連法令において書面による通知手続きが求められている場合、前

項各号の手続きにより書面による通知に代えることができるものとします。 

（不可抗力） 

第57条の３ 当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生のおそれがあ

る場合に、当社が講じた措置によりクローズドコンピュータ通信網契約者又は第三
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者に損害が生じたときは、その損害が当社の故意又は重大な過失による場合を除き、

責任を負いません。 

（特約） 

第57条の４ この約款の一部条項について特約をした場合については、当該条項の定

めにかかわらず、その特約事項を適用します。 

 

第14章 附帯サービス 

（附帯サービス） 

第58条 クローズドコンピュータ通信網サービスに関する附帯サービスの取扱いにつ

いては、別記20から別記21までに定めるところによります。 
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別記 

１ クローズドコンピュータ通信網サービスの提供区間 

  当社のクローズドコンピュータ通信網サービスは、次に掲げる区間において提供

します。 

(1) 削除 

(2) 削除 

(3) 契約者回線の終端とサービス接続点との間 

(4) 削除 

(5) 削除 

(6) 削除 

(7) 削除 

(8) 加入者回線の終端とサービス接続点との間 

(9) 削除 

(10) 削除 

(11) 削除 

(12) サービス接続点相互間（同一のサービス接続点に終始する場合を含みます。） 

(13) サービス接続点と相互接続点との間 

(14) サービス接続点とサービスインタワークポイント（クローズドコンピュータ

通信網とUniversal Oneサービス契約約款に規定するＩＰ伝送網又は電話等サービ

ス契約約款に規定する総合ディジタル通信網との接続点をいいます。以下同じと

します。）との間 

(15) サービス接続点とボイスリレーポイント（シェアードゲートウェイ装置を介

して接続するクローズドコンピュータ通信網相互間の接続点をいいます。以下同

じとします。）との間 

(16) 削除 

(17) 削除 

(18) 削除 

(19) 削除 

(20) 削除 

２ 削除 

３ クローズドコンピュータ通信網サービスの提供に係る当社若しくは協定事業者又

は契約事業者の電気通信サービスの契約等 

(1) 接続契約者回線に係るもの 
 

契約の種別等 契約約款の名称 

Universal One契約 Universal Oneサービス契約約款

（第１編） 

 

(2) 削除 

４ クローズドコンピュータ通信網契約者の地位の承継 

(1) 第16条（クローズドコンピュータ通信網契約に基づく権利の譲渡）に規定する

ほか、相続又は法人の合併若しくは分割によりクローズドコンピュータ通信網契

約者の地位の承継があったときは、相続人、合併後存続する法人若しくは合併に

より設立された法人又は分割により設立された法人は、当社所定の書面にこれを

証明する書類を添えてクローズドコンピュータ通信網サービス取扱所に届け出て

いただきます。 

(2) (1)の場合に、地位を承継した者が２人以上あるときは、そのうちの１人に係

る者と同一の者とします。 

(3) 当社は、(2)の規定による代表者の届出があるまでの間、その地位を承継した
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者のうちの１人を代表者として取り扱います。 

５ クローズドコンピュータ通信網契約者の氏名等の変更 

(1) クローズドコンピュータ通信網契約者は、その氏名、名称又は住所若しくは居

所、その他クローズドコンピュータ通信網契約に必要な事項について変更があっ

たときは、そのことを速やかにクローズドコンピュータ通信網サービス取扱所に

届け出て頂きます。 

(2) (1)の届出があったときは、当社は、その届出のあった事実を証明する書類を

提示していただくことがあります。 

(3) 前項に規定する変更の届出を怠ったことにより不利益を被った場合であっても、

当社は責任を負わないものとします。 

６ クローズドコンピュータ通信網サービスにおける禁止事項 

 クローズドコンピュータ通信網契約者はクローズドコンピュータ通信網サービス

の利用にあたり、次の行為を行わないものとします。 

(1) 他人の知的財産権（特許権、実用新案、著作権、意匠権、商標権等）その他の

権利を侵害する行為又は侵害するおそれのある行為 

(2) 他人の財産、プライバシー若しくは肖像権を侵害する行為又は侵害するおそれ

のある行為 

(3) 他人を誹謗中傷し、又はその名誉若しくは信用を毀損する行為 

(4) 詐欺又は業務妨害等の犯罪行為又はこれを誘発若しくは扇動する行為 

(5) わいせつ、児童ポルノ若しくは児童虐待にあたる画像若しくは文書等を送信し、

又は掲載する行為 

(6) 薬物犯罪、規制薬物等の濫用に結びつく若しくは結びつくおそれの高い行為又

は未承認医薬品等の広告を行う行為 

(7) 無限連鎖講（ネズミ講）を開設し、又はこれを勧誘する行為 

(8) クローズドコンピュータ通信網サービスにより利用しうる情報を改ざんし、又

は消去する行為 

(9) 他人になりすましてクローズドコンピュータ通信網サービスを利用する行為

（偽装するためにメールヘッダ等の部分に細工を行う行為を含みます。） 

(10) 有害なコンピュータプログラム等を送信し、又は他人が受信可能な状態のま

ま放置する行為 

(11) 本人の同意を得ること無く不特定多数の者に対し、商業的宣伝若しくは勧誘

の電子メールを送信する行為 

(12) 他人が嫌悪感を抱く又はそのおそれのある電子メールを送信する行為 

(13) 当社若しくは他人の電気通信設備の利用若しくは運営に支障を与える、又は

与えるおそれのある行為 

(14) その行為が前各号のいずれかに該当することを知りつつ、その行為を助長す

る態様でリンクをはる行為 

(15) あらかじめ当社の承諾無く、クローズドコンピュータ通信網サービスを不特

定の第三者に利用させる行為（事業法第29条第１項第10号に規定する卸電気通信

役務として当社から提供を受ける場合を除きます。） 

(16) ID、パスワード、その他個人若しくは法人に属する情報をWebサイト若しくは

電子メール等を利用する方法により、その情報が属する個人若しくは法人の錯誤

等により意図に反して取得する行為又はそのおそれのある行為 

(17) その他、公序良俗に違反し、又は他人の権利を著しく侵害すると当社が判断

する行為 

(18) 前各号に明示されたもののほか、法令（主務官庁の諮問等に基づき取りまと

められたガイドラインを含みます。）に反する行為又は前各号に類する行為 

７ 広告情報の提供に係る承諾 

クローズドコンピュータ通信網契約者は、当社が当社又は当社の提携先等第三者
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の提供する商品・サービス等に関する情報提供（広告・宣伝を含みます。）を行うた

めに電子メール等を送付することに、承諾していただきます。なお、クローズドコ

ンピュータ通信網契約者は、当社に申し出ることにより、この電子メール等の送付

を中止、又は再開することができます。 

８ 削除 

９ 削除 

10 削除 

11 削除 

12 削除 

13 当社の維持責任 

当社は、当社の設置した電気通信設備を事業用電気通信設備規則（昭和60年郵政

省令第30号）に適合するよう維持します。 

14 個人情報の開示 

 (1) 当社は、当社が保有している個人情報について、クローズドコンピュータ通信

網契約者から請求があったときは、原則として開示をします。 

 (2) クローズドコンピュータ通信網契約者は、(1)の請求をし、その個人情報の開

示（該当個人情報が存在しない場合に、その旨を知らせることを含みます。）を受

けたときは、当社のＷｅｂサイト（https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy/k

aijiseikyuu.html）に定める手数料の支払いを要します。 

15 削除 

16 削除 

17 削除 

18 削除 

19 削除 

20 利用権に関する事項の証明 

(1) 当社は、利害関係人から請求があったときは、利用権に関する次の事項を、当

社の帳簿（電磁的記録により調整したものを含みます。）に基づき証明します。 

ただし、証明の請求があった事項が過去のものであるときは、証明できないこ

とがあります。 

ア クローズドコンピュータ通信網契約の申込みの承諾年月日 

イ クローズドコンピュータ通信網契約者の氏名又名称及び居所又は住所 

ウ 削除 

エ そのクローズドコンピュータ通信網サービスの品目及び通信又は保守の態様

による細目 

オ 利用権の譲渡の承認の請求があったときは、その受付年月日及び受付番号 

カ 利用権の移転があったときは、その効力が発生した年月日 

キ 差押（滞納処分（国税徴収法（昭和34年法律第147号）による滞納処分及びそ

の例による滞納処分をいいます。）によるものの場合にあっては、参加差押を含

みます。）仮差押又は仮処分の通知があったときは、その受付年月日及び受付番

号 

(2) 利害関係人が(1)の規定により請求を行うときは、証明を受けたい事項を当社

所定の書面に記入のうえ、契約事務を行うクローズドコンピュータ通信網サービ

ス取扱所に提出していただきます。この場合、利害関係人は、料金表第３表（附

帯サービスに関する料金）に規定する手数料の支払いを要します。 

21 支払証明書の発行 

(1) 当社は、クローズドコンピュータ通信網契約者から請求があったときは、当社

がそのクローズドコンピュータ通信網サービスに係る債権を請求事業者に譲渡し

た場合を除き、当社が指定するクローズドコンピュータ通信網サービス取扱所に

おいて、そのクローズドコンピュータ通信網サービス及び附帯サービスの料金そ

https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy/kaijiseikyuu.html
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の他の債務（この約款の規定により支払いを要することとなった料金、工事に関

する費用又は割増金等の料金以外の債務をいいます。）が、既に当社に支払われた

旨の証明書（以下「支払証明書」といいます。）を発行します。 

(2) クローズドコンピュータ通信網契約者は、(1)の請求をし、その支払証明書の

発行を受けたときは、料金表第３表（附帯サービスに関する料金）に規定する手

数料及び郵送料等の支払いを要します。 

22 削除 

23 新聞社等の基準 
 

区  分 基           準 

１ 新聞社 次の基準のすべてを備えた日刊新聞紙を発行する新聞社 

(1) 政治、経済、文化その他公共的な事項を報道し、又は

論議することを目的として、あまねく発売されること。 

(2) 発行部数が１の題号について、8,000部以上であるこ

と。 

２ 放送事業者 電波法（昭和25年法律第131号）の規定により放送局の免許

を受けた者 

３ 通信社 新聞社又は放送事業者にニュース（１欄の基準のすべてを

備えた日刊新聞紙に掲載し、又は放送事業者が放送するた

めのニュース又は情報（広告を除きます。）をいいます。）

を供給することを主な目的とする通信社 
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料金表 

通則 

（料金の計算方法等） 

１ 当社は、クローズドコンピュータ通信網契約者がその契約に基づき支払う料金の

うち、定額利用料等は料金月に従って計算します。 

 ただし、当社が必要と認める場合は料金月によらず随時に計算します。 

２ 当社は、次の場合が生じたときは、定額利用料等をその利用日数に応じて日割し

ます。 

(1) 料金月の初日以外の日にクローズドコンピュータ通信網サービスの提供の開始

があったとき。 

(2) 料金月の初日以外の日に契約の解除があったとき。 

(3) 料金月の初日にクローズドコンピュータ通信網サービスの提供の開始を行い、

その日にその契約の解除があったとき。 

(4) 料金月の初日以外の日に品目等の変更により定額利用料等の額が増加又は減少

したとき。この場合、増加又は減少後の利用料金は、その増加又は減少のあった

日から適用します。 

(5) 第33条（利用料金等の支払義務）第２項第２号の表（２欄の規定を除きま

す。）の規定（これに準ずる規定を含みます。）に該当するとき。 

(6) ４の規定に基づく起算日の変更があったとき。 

３ ２の規定による定額利用料等の日割は暦日数により行います。この場合、第33条

第２項第２号の表の１欄に規定する料金に規定する料金の算出に当たっては、その

日数計算の単位となる24時間をその開始時刻が属する日とみなします。 

４ 当社は、当社の業務の遂行上やむを得ない場合は、料金月の起算日を変更するこ

とがあります。 

（端数処理） 

５ 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場

合は、その端数を切り捨てます。 

（料金等の支払い） 

６ クローズドコンピュータ通信網契約者は、料金及び工事に関する費用について、

当社が定める期日までに、当社が指定するクローズドコンピュータ通信網サービス

取扱所又は金融機関等において支払っていただきます。 

７ 料金及び工事に関する費用は、支払期日の到来する順序に従って支払っていただ

きます。 

（料金等の一括後払い） 

８ 当社は、当社に特別の事情がある場合は、６及び７の規定にかかわらず、クロー

ズドコンピュータ通信網契約者の承諾（電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省

令第25号）第22条の２の２に規定する説明を事前に行った場合を含みます。）を得て、

２月以上の料金を、当社が指定する期日までに、まとめて支払っていただくことが

あります。 

（過払金の相殺） 

９ 当社は、１以上の料金月の料金が重複して支払われた結果、過払いが発生したと

きは、それ以後の料金月の料金でその過払金を相殺して返還することがあります。 

（前受金） 

10 当社は、料金又は工事に関する費用について、クローズドコンピュータ通信網契

約者が希望する場合には、当社が別に定める条件に従って、あらかじめ前受金を預

かることがあります。 

 （注）10に規定する当社が別に定める条件は、前受金には利息を付さないことをい

います。 
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（消費税相当額の加算） 

11 第33条（利用料金等の支払義務）、第34条（手続きに関する料金の支払義務）及び

第35条（工事費の支払義務）の規定その他この約款の規定により料金表に定める料

金又は工事に関する費用の支払いを要するものとされている額は、この料金表に定

める額（税抜価格（消費税相当額を加算しない額とします。以下同じとします。）に

基づき計算された額とします。）に消費税相当額を加算した額とします。 

上記算定方法により、支払いを要することになった額は、料金表に表示された額

（税込価格（消費税相当額を加算した額とします。以下同じとします。））の合計と

異なる場合があります。 

（注１）この料金表に規定する料金額は、税抜価格とし、かっこ内の料金額は、税込

価格を表示します。 

（注２）関連法令の改正により消費税等の税率に変更が生じた場合には、消費税相当

額は変更後の税率により計算するものとします。 

（料金等の臨時減免） 

12 当社は、災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、この約款の規定にか

かわらず、臨時に、その料金又は工事に関する費用を減免することがあります。 

（注）当社は料金等の減免を行ったときは、その旨を周知します。 

（高額利用割引） 

13 高額利用に係る料金の割引の適用については、次のとおりとします。 

(1) 当社は、次の場合には、次表に規定する額の割引（以下13において「高額利用

割引」といいます。）を行います。 

ア そのクローズドコンピュータ通信網契約の定額利用料の額が100万円（110万

円）を超えるとき。（イに該当する場合を除きます。） 

イ クローズドコンピュータ通信網契約者からあらかじめ申出があった１の高額

利用指定回線群（クローズドコンピュータ通信網契約者が指定する２以上のク

ローズドコンピュータ通信網契約（そのクローズドコンピュータ通信網契約者

と同一名義のものに限ります。以下13において同じとします。）により構成され

るもの又はクローズドコンピュータ通信網契約及び他の電気通信サービス（当

社が別に定めるものに限ります。以下13において同じとします。）に係る契約

（そのクローズドコンピュータ通信網契約者と同一名義のものであって、その

電気通信サービスの契約約款に規定する高額利用割引の適用を受けるものに限

ります。以下13において同じとします。）により構成されるものをいいます。以

下13において同じとします。）の料金額（高額利用指定回線群を構成するクロー

ズドコンピュータ通信網契約の定額利用料の合計額又はクローズドコンピュー

タ通信網契約の定額利用料と他の電気通信サービスの契約に係る料金（その電

気通信サービスの契約約款に規定する高額利用割引の適用の対象となる料金に

限ります。以下13において同じとします。）との合計額をいいます。以下13にお

いて同じとします。）が100万円（110万円）を超えるとき。 
 

割 

 

 

引 

 

 

額 

Ａ Ｂ以外の場合 １の高額利用指定回線群の料金額（アに規定する１のクロ

ーズドコンピュータ通信網契約の料金の額を含みます。）

に、次表に規定する割引率を乗じて得た額 

  高額利用指定回線群の料金額 割引率  

  100万円（110万円）を超え500万円

（550万円）までの部分 

3％  

  500万円（550万円）を超え3,000万円

（3,300万円）までの部分 

5％  
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  3,000万円（3,300万円）を超える部分 7％  

  

Ｂ 高額利用指定

回線群に他の電

気通信サービス

に係る契約を含

む場合 

次の算式により算出した額 

 

１の高額利用指定回線

群の料金額にＡ欄の表

に規定する割引率を乗

じて得た額 

× 

その高額利用指定回線

群の料金額（クローズ

ドコンピュータ通信網

契約に係る料金に限り

ます。） 

 

 その高額利用指定回線

群の料金額 

 

 

 

 

(2) (1)の表のイ欄の割引額を算出する場合において、その計算結果に１円未満の

端数が生じたときは、当社は、その端数を、高額利用指定回線群に係る複数の電

気通信サービスのうち、クローズドコンピュータ通信網契約者が指定する電気通

信サービスの高額利用割引の割引額に加算するものとします。 

 ただし、その端数の取扱いについて、他の電気通信サービスの契約約款に別段

の定めがある場合は、その定めるところによります。 

(3) 割引率の計算は、料金月単位で行います。 

(4) 高額利用指定回線群の料金額に対する高額利用割引は、クローズドコンピュー

タ通信網契約者からの申出を当社が承諾した日からその廃止があった日の前日ま

での期間について適用します。 

(5) 当社は、クローズドコンピュータ通信網契約者から、その高額利用指定回線群

に新たに対象契約を追加する申出があったときは、その申出を当社が承諾した日

から、高額利用指定回線群を構成している対象契約をその高額利用指定回線群か

ら除外する旨の申出があったときは、その申出があった日の前日まで、その高額

利用指定回線群を構成する対象契約として取り扱います。 

(6) (4)又は(5)に規定する場合の高額利用指定回線群の料金額の対象となるそのク

ローズドコンピュータ通信網契約の料金は、料金表通則の規定に準じて取り扱い

ます。 

(7) 当社は、料金返還その他の場合において高額利用指定回線群を構成するクロー

ズドコンピュータ通信網契約の１契約当たりの料金の額を確定する必要が生じた

ときは、その料金の額は次の算式により算出します。 

 

 

クローズドコンピ

ュータ通信網契約

の１契約当たりの

料金の額 

 

 

 

＝ 

 

高額利用割引適用後

の高額利用指定回線

群の料金額（クロー

ズドコンピュータ通

信網契約に係る料金

に限ります。） 

 

 

 

× 

高額利用割引適用前のそのクロ

ーズドコンピュータ通信網契約

の料金の額 

高額利用割引適用前の高額利用

指定回線群の料金額（クローズ

ドコンピュータ通信網契約に係

る料金に限ります。） 
 

(8) (7)の場合において、高額利用割引適用後の高額利用指定回線群の料金額（ク

ローズドコンピュータ通信網契約に係る料金に限ります。）からその高額利用指定

回線群を構成するすべてのクローズドコンピュータ通信網契約について(7)の算式

により算出した１契約当たりの料金の額を合計した額を控除し、残額が生じたと

きは、当社は、その残額をクローズドコンピュータ通信網契約者が指定する１の

クローズドコンピュータ通信網契約（その高額利用指定回線群を構成するものに
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限ります。）の料金の額に加算するものとします。 

（注）13の(1)に規定する当社が別に定める他の電気通信サービスは、ＩＰ通信網サー

ビス契約約款に規定するＩＰ通信網サービス、Universal Oneサービス契約約款

（第２編）に規定するＩＰ伝送サービス及びエヌ・ティ・ティレゾナント株式会

社のＩＰ通信網サービス契約約款に規定する第２種オープンコンピュータ通信網

サービスとします。 
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第１表 料金（附帯サービスの料金を除きます。） 

 第１ 利用料金 

１ 適用 
 

区  分 内         容 

(1) 種別に係る

料金の適用 

当社は、料金額を適用するにあたって、次表のとおり種別を定

めます。 

  種 別 内    容  

  カテゴリー２ １ 次の(1)から(3)までに掲げるものか

ら構成されるグループを利用するもの

であって、ＣＣＮグループ識別共通符

号又は当社が付与するＩＰアドレスに

より、本欄２（通信の相手先）に掲げ

る通信の相手先との通信を行うもの 

 

   (1) 他社接続契約者回線（ＤＳＬ回線

又は光アクセス回線に係るものに限

ります。） 

 

   (2) 接続契約者回線  

   (3) 加入者回線  

   ２ 通信の相手先  

   いずれかのクラス又はクラス相互間に

おけるＣＣＮグループ内のＣＣＮグルー

プ回線 

 

  備考 当社は、クローズドコンピュータ通信網サービスの

通信に係る符号伝送速度を保証しません。 

 

  

(2) 削除 削除 

(3) 細目に係る

料金の適用 

ア 当社は、カテゴリー２に係る料金額を適用するにあたっ

て、次表のとおり通信又は保守の態様による細目を定めま

す。 

 (ア) 接続形態による区別  

  区 別 内     容  

  クラス２ 別記３に規定する接続契約者回線と接続して

提供するもの 

 

  備考 カテゴリー２（クラス２に係るものに限ります。）

については、同一のＣＣＮグループに属するアクセス

契約が１以上ある場合に限り提供します。 

 

 (イ) アクセス回線による区別 

 Ａ 削除 

 Ｂ クラス２に係るもの 

 区 別 内     容  
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  タイプ６ 別記３に規定する接続契約者回線（Universa

l Oneサービス契約約款（第１編）に定めるU

niversal Oneサービスに係るものに限りま

す。）と接続して提供するもの 

 

 (ウ) 削除 

 Tイ 削除 

 Tウ 削除 

(4) 削除 T削除 

(5)T 削除 削除 

(6) 定額利用料

の適用 

クローズドコンピュータ通信網サービスの定額利用料は、次の

とおりとします。 

 ア カテゴリー２の場合 

 (ア) 削除 

 (イ) クラス２の場合 

 Ａ 削除 

 Ｂ タイプ６の定額利用料は適用しません。 

 Ｃ 削除 

 (ウ) 削除 

 イ 削除 

(7) 削除 削除 

(8) 削除 削除 
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   ２ 料金額 

    ２－１ 削除 

    ２－２ 削除 
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第２ 削除 
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 第３ 手続きに関する料金 

  １ 適用 
 

区  分 内         容 

(1) 手続きに関

する料金の適用 

手続きに関する料金は、次のとおりとします。 

 種 別 内    容  

  譲渡承認手数料 利用権の譲渡の請求をし、その承認を

受けたときに要する料金 

 

  

(2) 手続きに関

する料金の減額

適用 

当社は、２(料金額)の規定にかかわらず、手続きの態様等を勘

案して、その手続きに関する料金を減額して適用することがあ

ります。 

 

  ２ 料金額 
 

料 金 種 別 単 位 料 金 額 

譲渡承認手数料 １の契約ごとに 800円（880円） 
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第２表 工事に関する費用（工事費（附帯サービスの工事費を除きます。）） 

 １ 適用 
 

区  分 内         容 

(1) 工事費の算

定 

工事費は、施工した工事に係るネットワーク工事費及び開通サ

ポート工事費を合計して算定します。 

(2) ネットワー

ク工事費の適用 

ネットワーク工事費は、次の場合に適用します。 

 区  分 ネットワーク工事費の適用  

 ア ネットワー

ク工事費 

クローズドコンピュータ通信網サービス

取扱所に設置される交換設備、主配線盤

又は蓄積装置等において工事を要する場

合に適用します。 

 

  

(3) 削除 削除 

(4) 品目等の変

更の場合の工事

費の適用 

ア 種別、品目又は通信又は保守の態様による細目の場合の工

事費は、変更後の種別、品目又は通信又は保守の態様による

細目に対応する設備に関する工事に適用します。 

イ 接続契約者回線の接続の変更又は移転の場合の工事費は、

変更後の接続契約者回線の接続に関する工事又は移転先の取

付けに関する工事に適用します。 

(5) 削除 削除 

(6) 削除 削除 

(7) 削除 削除 

(8) 削除 削除 

(9) 削除 削除 

(10) 割増工事費

の適用 

当社は、クローズドコンピュータ通信網契約者から割増工事費

を支払うことを条件に次表に規定する時間帯に工事を行ってほ

しい旨の申出があった場合であって、当社のクローズドコンピ

ュータ通信網サービスに係る業務の遂行上支障がないときは、

その時間帯に工事を行うことがあります。この場合の割増工事

費の額は、２（工事費の額）の規定にかかわらず、次表に規定

する額とします。 

  工事を施工する時間帯 割増工事費の額  

  午後５時から午前０時まで

及び午前０時から午前８時

30分まで（１月１日から１

月３日まで及び12月29日か

ら12月31日までの日にあっ

ては、終日とします。） 

その工事に関する工事費の

額に1.6を乗じた額 

 

  

(11) 削除 削除 

(12) 削除 削除 
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(13) 開通サポー

ト工事費の適用 

当社は、本表(2)欄から(10)欄までの工事費を要する工事と異

なる工事であって、当社とクローズドコンピュータ通信網契約

者が別に定める内容の工事を行う場合は、開通サポート工事費

を適用します。 

(14) 削除 削除 

(15) 工事費の減

額適用 

当社は、２（工事費の額）の規定にかかわらず、工事の態様等

を勘案して、その工事費の額を減額して適用することがありま

す。 
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 ２ 工事費の額 

クローズドコンピュータ通信網サービスの提供の開始、品目等の変更又

はその他の契約内容の変更に関する工事 
 

区     分 単  位 工事費の額 

(1) 

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

工

事

費 

ア イ又はウ

以外に関す

る工事の場

合 

カテゴリー２

に関する工事

の場合 

クラス２に

関する工事

の場合 

１の工事ごとに 6,000円 

(6,600円) 

イ 削除  

ウ ＣＣＮグループのドメインの変更に関

する工事の場合 

１の工事ごとに 2,000円 

(2,200円) 

(2) 削除  

(3) 削除  

(4) 削除  

(5) 削除  

(6) 削除  

(7) 削除  

(8) 削除  

(9) 開通サポート工事費 １の工事ごとに 別に算定す

る実費 

備考 削除 
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第３表 附帯サービスに関する料金 

第１ 削除 

第２ 削除 

第３ 削除 

第４ 削除 

第５ 削除 

第６ 削除 

第７ 利用権に関する事項の証明手数料 

    １の契約ごとに     300円（330円） 

第８ 支払証明書の発行手数料 

    支払証明書１枚ごとに     400円（440円） 

（注）支払証明書の発行を受けようとするときは、上記の手数料のほか、印紙代

（消費税相当額を含みます。）及び郵送料（実費）が必要な場合があります。 
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料金表別表 削除 

 


